
受託業者を特定するための評価基準 別紙１

●配置予定技術者（企業）の経験及び能力等

管理
技術者

担当
技術者
(※３)

照査
技術者

小計 合計

技術者資格を次のとおり評価する。
２０

①２ ①２ ①１ ５
①技術士（建設部門「都市及び地方計画」）

②ＲＣＣＭ「都市計画及び地方計画」 ②１ ②１ ②０．５

③上記①②以外 ③０ ③０ ③０

　類似業務：民間活力導入調査業務

①同種業務の実績が２件以上ある ①５ ①４ ９
②同種業務の実績がある ②３．５ ②３
③類似業務の実績がある ③２ ③２
④上記①②③以外 ④０ ④０

①２ ①２ ４
②上記①以外の奈良県内における業務実績あり ②１ ②１
③上記①②以外 ③０ ③０

①局長表彰の実績あり ①１ ①１ ２

②部長表彰の実績あり ②０．５ ②０．５
②事務所長表彰の実績あり

③上記①②以外 ③０ ③０

５

①手持ち業務の契約総額１億円未満、かつ手持ち業務の件数が５件未満 ①３ ①２ ５
②手持ち業務の契約総額１億円以上２億円未満、かつ手持ち業務の件数が５件未満 ②１．５ ②１
③上記①②以外 ③０ ③０　

※１ 発注機関が、国又は地方公共団体が発注した業務に限る。

※２

※３ 「配置予定技術者（企業）の経験及び能力」、「手持ち業務量」の状況等を明確に判断できる資料が添付されていない場合は、加点しない。

●業務の実施方針

４
１５

実施手順 ３

２

その他 ６

●評価テーマ

１５

３０

１５

１５

３０

１５

※※
技術点は、小数第３位を切り捨てし小数第２位まで算出する。

の評価値は、審査員による５段階評価（１００％・７５％・５０％・２５％・０％）を行い、その平均点により算出する。

評価テーマ
に関する技
術提案

参考見積
　業務コストの妥当性
　業務量の目安として示した限度額を超えている場合、又は、見積項目が不足している場合は特定しない。

－

合計 １００

評価
項目

評価の着目点 技術点

評価項目 評価基準 評価点 小計 合計

評価テーマ
１

「３敷地の
活用ニーズ
の把握」に

ついて

①「民間事業者へのヒアリング方法」について、具体的かつ的確に示されている場合に優位に評価する。

②「３敷地の活用ニーズ」を検討するにあたっての着眼点について、具体的かつ的確に示されている場合に優位に評価
する。

評価テーマ
２

「３敷地の
活用方針」
について

①「既存建築物の活用方法」を検討するにあたっての着眼点について、具体的かつ的確に示されている場合に優位に評
価する。

②「土地の活用方法」を検討するにあたっての着眼点について、具体的かつ的確に示されている場合に優位に評価す
る。

評価
項目

評価の着目点 技術点

判断基準 評価点 小計 合計

実施方針・
実施フ
ロー・工程
表・その他

業務理解度
目的、条件、内容の理解度が高い場合に優位に評価する。

業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合に優位に評価する。

業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合に優位に評価する。

業務内容に適した実施体制となっている場合に優位に評価する。

業
務
執
行
技
術
力
①

担当技術者を複数もうける場合の評価値は、各々の担当技術者の平均値により算出する。

評価
項目

評価の着目点 技術点

判断基準 評価点 小計 合計

①宇陀市内における業務実績あり

手
持
ち
業
務
量

※
４

専
任
制

公告日時点における契約額５００万円以上の手持ち業務量について、次のとおり評価する。
（照査技術者として従事するものは含めない。）

配
置
予
定
技
術
者

（
企
業
）
の
経
験
及
び
能
力
※
４

資
格
・
実
績
等

　同種業務：民間活力導入のためのヒアリング調査業務

①技術士（総合技術監理部門  （建設）「都市及び地方計画」）

業務名　： 旧伊那佐文化センター周辺地区計画検討業務

評価
項目

評価の着目点

平成２４年４月１日以降、本業務における公告日までに完了した同種業務又は類似業務の実績を次の
とおり評価する。
（照査技術者としての実績は評価しない。）

資
格
要
件

技
術
者
資
格

専
門
技
術
力

技術点

判断基準

専
門
技
術
力

業
務
執
行
技
術
力
②

近畿地方整備局発注の平成３０年４月１日以降、令和４年３月３１日までに完了した業務のうち、本
業務の公告日までに表彰された優秀建設技術者表彰又は優良工事等施工者表彰（建設コンサルタント
等）の経験について､次のとおり評価する。
（照査技術者としての実績は評価しない。）

情
報
収
集
力

地
域
精
通
度

平成２４年４月１日以降、本業務における公告日までに完了した近畿地方整備局、奈良県又は宇陀市
発注の下記業務実績の有無について､次のとおり評価する。（照査技術者としての実績は評価しな
い。）

※※

※※

※※

※※

※※

※※

※※

※※


